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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第20期

第２四半期
連結累計期間

第21期
第２四半期
連結累計期間

第20期

会計期間
自 2014年４月１日
至 2014年９月30日

自 2015年４月１日
至 2015年９月30日

自 2014年４月１日
至 2015年３月31日

売上高
（第２四半期連結会計期間）

(百万円)
203,266 248,871

428,487
　　(103,318) (138,295)

営業利益 (百万円) 94,797 151,931 197,212

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）利益
（第２四半期連結会計期間）

(百万円)
66,619 124,747

133,051
(30,202) (91,366)

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）包括利益

(百万円) 65,286 123,252 134,981

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 658,998 798,866 726,002

資産合計 (百万円) 884,683 1,247,850 1,007,602

基本的１株当たり
四半期（当期）利益
（第２四半期連結会計期間）

(円)
11.70 21.92

23.37
(5.30) (16.05)

希薄化後１株当たり
四半期（当期）利益

(円) 11.70 21.91 23.37

親会社所有者帰属持分比率 (％) 74.5 64.0 72.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 58,870 60,840 126,239

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △29,881 9,649 △67,864

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △26,094 △52,455 △37,166

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 485,335 521,829 503,937
 

(注) １　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　上記指標は国際会計基準（以下、IFRSという。）により作成した要約四半期連結財務諸表および連結財務諸

表に基づいております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループで営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間において、セグメント間で一部の事業を移管しております。

詳細は、「第４ 経理の状況　１ 要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　６. セグメント情報」

をご参照ください。

 

当第２四半期連結累計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。

 

名称 住所
資本金

または出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）
アスクル㈱　(注)３、４

東京都
江東区

21,189 コンシューマ事業 44.4
eコマース事業にお
ける提携

㈱エコ配　(注)３
東京都
港区

2,563 コンシューマ事業
68.5
(68.5)

―

 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、報告セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有割合」欄の(　)は、間接所有割合を表記しております。

３　特定子会社であります。

４　有価証券報告書の提出会社であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等または、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間は、主にディスプレイ広告の売上が増加したことに加えて、2015年８月下旬にアスク

ル(株)が持分法適用関連会社から連結子会社となったことや、前年度にワイジェイカード(株)等を連結子会社化し

たことも寄与し、前年同期と比較して22.4％の増収となりました。

将来の事業基盤を強化するための先行投資を継続していますが、アスクル(株)の企業結合に伴う再測定益が計上

されたことにより、営業利益、税引前四半期利益および親会社の所有者に帰属する四半期利益は大幅増益となりま

した。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は2,488億円（前年同期比22.4％

増）、営業利益は1,519億円（前年同期比60.3％増）、税引前四半期利益は1,553億円（前年同期比48.1％増）、親

会社の所有者に帰属する四半期利益は1,247億円（前年同期比87.3％増）となりました。

 

＜マーケティングソリューション事業＞

「Yahoo!ディスプレイアドネットワーク（YDN）」の売上が拡大を続けたことに加え、「Yahoo!プレミアムDSP」

の売上や、ビデオ広告を含むリッチ広告の売上が増加したことなどにより、ディスプレイ広告の売上が前年同期比

で増加しました。検索連動型広告は、スマートフォン経由の売上が前年同期比で伸びたものの、全体の売上は前年

同期比で減少しました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間のマーケティングソリューション事業の売上高は1,426億円（前年同期比

10.4％増）、営業利益は733億円（前年同期比6.2％増）となり、全売上高に占める割合は57.3％となりました。

 

・「Yahoo!ディスプレイアドネットワーク（YDN）」では、継続的な機能向上や表示回数の増加に加え、スマート

フォン版Yahoo! JAPANトップページのリニューアルもあり、売上が前年同期比で大きく増加しました。

・「Yahoo!プレミアムDSP」の売上は、PC、スマートフォンともに前年同期比で増加しました。

・検索連動型広告は、スマートフォン経由の売上が前年同期比で伸びた一方で、PC経由の売上が減少したことな

どにより、全体の売上は前年同期比で減少しました。

・広告売上高のうち、スマートフォン広告の比率が、前年同期比で拡大しました。
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＜コンシューマ事業＞

「ヤフオク!」の売上が増加したことに加え、アスクル(株)が持分法適用関連会社から連結子会社（※１）となっ

たことなどにより、コンシューマ事業の収益は前年同期比で大きく増加しました。eコマース国内流通総額（※２）

は、前年同期比14.9％増の6,446億円となりました。うち、2015年８月21日から９月20日までのアスクル(株)単体売

上高におけるBtoB事業インターネット経由売上高（取扱高）は、163億円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間のコンシューマ事業の売上高は823億円（前年同期比44.1％増）、営業利

益は928億円（前年同期比2.8倍）となり、全売上高に占める割合は33.1％となりました。

 

・オークション関連取扱高が順調に増加を続けるとともに、「ヤフオク!」の売上が前年同期比で増加しました。

・「Yahoo!ショッピング」においては、購入者数が増加するとともに再購入率も向上し、「Yahoo!ショッピン

グ」と「LOHACO」（アスクル(株)におけるLOHACO事業の３月21日から９月20日までの売上高）の合計の取扱高

は、前年同期比26.7％増と大きく拡大しました。2015年９月末の「Yahoo!ショッピング」のストア数（※３）

は34万IDとなったほか、商品数は1.8億点になりました。

・「ヤフオク！」「Yahoo!ショッピング」取扱高のうち、スマートフォン経由の取扱高が、前年同期比で拡大し

ました。

・2015年９月末の月額有料会員ID数（※４）は、1,599万IDとなりました。

 

（※１）2015年８月28日から９月末日までの売上高と営業利益のほか、企業結合に伴う再測定益を含んでいます。

（※２）オークション関連取扱高、ショッピング関連取扱高、アスクル(株)単体売上高におけるBtoB事業インターネット経由売上高（取

扱高）を含みます。

（※３）ストア数は法人、個人を含むアカウント発行ベース。審査完了後、開店準備中の店舗を含みます。

（※４）月額有料会員ID数は、Yahoo!プレミアム会員、Yahoo! BB利用者、Yahoo! JAPANおよび提携企業(*)が提供するデジタルコンテン

ツ・サービス等の月額有料会員の合計値です。１IDで複数のサービスを利用した場合は、重複カウントされます。

(*)「Yahoo!ウォレット」を通じた決済分のみ。

 

(2) 財政状態の分析

①資産

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比べて240,247百万円（23.8％増）増加し、

1,247,850百万円となりました。

　

主な増減理由は以下のとおりであります。

・現金及び現金同等物は、配当金の支払いおよび法人税等の納付による減少があったものの、主に営業活動によ

る資金の増加により前連結会計年度末と比べて増加しました。

・営業債権及びその他の債権は、外国為替証拠金取引における顧客の預託金残高の減少があったものの、主にア

スクル(株)の連結子会社化により前連結会計年度末と比べて増加しました。

・その他の流動資産は、主にアスクル(株)の連結子会社化によりたな卸資産が増加したため、前連結会計年度末

と比べて増加しました。

・有形固定資産は、主にアスクル(株)の連結子会社化およびサーバ等の購入により前連結会計年度末と比べて増

加しました。

・のれんならびに無形資産は、主にアスクル(株)の連結子会社化により前連結会計年度末と比べて増加しまし

た。

・持分法で会計処理されている投資は、主にアスクル(株)の連結子会社化により前連結会計年度末と比べて減少

しました。
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②負債

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比べて112,379百万円（42.1％増）増加し、

379,428百万円となりました。

 
主な増減理由は以下のとおりであります。

・営業債務及びその他の債務は、主にアスクル(株)の連結子会社化により前連結会計年度末と比べて増加しまし

た。

・その他の金融負債(非流動)は、主にアスクル(株)の連結子会社化に伴い借入金およびリース債務が増加したこ

とにより前連結会計年度末と比べて増加しました。

・繰延税金負債は、主にアスクル(株)の連結子会社化によって認識された無形資産に関する一時差異に対して税

効果を認識したため、前連結会計年度末と比べて増加しました。

 
③資本

当第２四半期連結会計期間末の資本合計は、前連結会計年度末と比べて127,867百万円（17.3％増）増加し、

868,421百万円となりました。

 
主な増減理由は以下のとおりであります。

・利益剰余金は、配当金の支払いによる減少があったものの、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上によ

り前連結会計年度末と比べて増加しました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期末に比べ36,494百万円増加し、

521,829百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

営業活動においては、法人税等の納付があったものの、主に四半期利益の計上により60,840百万円の収入となり

ました。

投資活動においては、主に有形固定資産および投資の取得があったものの、アスクル(株)の連結子会社化により

9,649百万円の収入となりました。

財務活動においては、主に配当金の支払いにより52,455百万円の支出となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はあ

りません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は140百万円であります。
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(6) 従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、主にアスクル(株)を連結子会社化したことにより、当社グループの従業

員数が増加しております。

2015年９月30日現在　

セグメントの名称 従業員数（名）

マーケティングソリューション事業 3,603

コンシューマ事業 3,421

その他（注）１ 1,779

合計 8,803
 

　（注）１ その他は、報告セグメントに属していない従業員であります。

　　　　２ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

 
② 提出会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社の従業員数に著しい変動はありません。

 
(7) 生産、受注及び販売の実績

① 生産実績および受注実績

当社グループはインターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、また、受注生産形態をと

らない事業も多いため、セグメントごとに生産の規模および受注の規模を金額あるいは数量で示すことはしてお

りません。

 

② 販売実績

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの販売実績に著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

① 主要な設備の状況

当第２四半期連結累計期間において、アスクル(株)を連結子会社化したことにより、当社グループの主要な設

備が増加しております。

 

② 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,160,000,000

計 24,160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2015年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2015年11月12日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 5,695,152,000 5,695,181,300
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 5,695,152,000 5,695,181,300 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、2015年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2015年７月１日～
2015年９月30日

115,800 5,695,152,000 26 8,328 26 3,409
 

(注)　新株予約権の権利行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

　　2015年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ソフトバンクグループ㈱ 東京都港区東新橋１丁目９番１号　４Ｆ 2,071,926,400 36.4

ＹＡＨＯＯ ＩＮＣ．
(常任代理人　大和証券㈱)

701 FIRST AVENUE SUNNYVALE, CA 94089　
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内１丁目９番１号）

2,021,540,800 35.5

ＳＢＢＭ㈱ 東京都港区東新橋１丁目９番１号 373,560,900 6.6

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱

東京都中央区晴海１丁目８-11 177,331,900 3.1

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２丁目11番３号 57,510,800 1.0

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮ
Ｋ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡ
ＮＹ
(常任代理人　香港上海銀行東京支
店カストディ業務部)

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

54,064,918 0.9

ＪＰＭＣ ＯＰＰＥＮＨＥＩＭＥＲ
ＪＡＳＤＥＣ ＬＥＮＤＩＮＧ Ａ
ＣＣＯＵＮＴ
(常任代理人　㈱三菱東京UFJ銀行)

6803 S. TUCSON WAY CENTENNIAL, CO 80112,
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７-１　決済事
業部）

47,080,100 0.8

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ Ｂ
ＡＮＫ ３８５６３２
(常任代理人　㈱みずほ銀行決済営
業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON, E14
5JP, UNITED KINGDOM
（東京都中央区月島４丁目16-13）

37,375,441 0.7

資産管理サービス信託銀行㈱
東京都中央区晴海１丁目８-12　晴海アイラン
ドトリトンスクエア　オフィスタワーＺ棟

29,582,300 0.5

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ Ｙ
ＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ ＳＡ／ＮＶ
１０
(常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀
行)

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000 BRUSSELS,
BELGIUM
（東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 決済事業
部）

25,545,310 0.4

計 ― 4,895,518,869 86.0
 

(注)　上記のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行(株)、日本マスタートラスト信託銀行(株)、資産管理サー

ビス信託銀行(株)の所有する株式数は、すべて信託業務に係るものであります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2015年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,800,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,692,331,200
 

56,923,312 ―

単元未満株式 普通株式 20,800
 

― ―

発行済株式総数 5,695,152,000 ― ―

総株主の議決権 ― 56,923,312 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が15,100株含まれております。また「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数151個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2015年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 ヤフー㈱

東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,800,000 ― 2,800,000 0.0

計 ― 2,800,000 ― 2,800,000 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書に記載した事項を除き、前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間に

おける役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府

令第64号。以下、四半期連結財務諸表規則という。)第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」(以下、IAS第

34号という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(2015年７月１日から2015

年９月30日まで)および当第２四半期連結累計期間(2015年４月１日から2015年９月30日まで)に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位:百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2015年９月30日)

資産    

　流動資産    

 　 現金及び現金同等物  503,937 521,829

 　 営業債権及びその他の債権  217,736 261,273

 　 その他の金融資産 ９ 15,901 23,006

 　 その他の流動資産  4,251 19,280

 流動資産合計  741,827 825,389

　非流動資産    

 　有形固定資産  67,465 111,184

 　 のれん  27,673 83,379

　 無形資産  32,382 106,977

　 持分法で会計処理されている投資  61,671 30,455

　 その他の金融資産 ９ 58,104 67,957

　 繰延税金資産  15,105 19,094

　 その他の非流動資産  3,372 3,412

 非流動資産合計  265,774 422,460

資産合計  1,007,602 1,247,850
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   (単位:百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2015年９月30日)

負債及び資本    

　負債    

　　流動負債    

　 　営業債務及びその他の債務  158,979 228,511

　 　その他の金融負債 ９ 9,671 15,782

　 　 未払法人所得税  33,071 33,737

　 　 引当金  6,398 7,379

　 　その他の流動負債  31,651 29,096

 　流動負債合計  239,772 314,508

　　非流動負債    

　 　その他の金融負債 ９ 920 11,017

　 　引当金  22,841 25,444

　 　繰延税金負債  28 22,863

　 　 その他の非流動負債  3,485 5,594

 　非流動負債合計  27,276 64,919

　負債合計  267,048 379,428

    

　資本    

　　親会社の所有者に帰属する持分    

 　　資本金  8,281 8,328

 　　資本剰余金  1,235 1,231

 　　利益剰余金  705,839 780,154

 　　自己株式  △1,316 △1,316

 　 　その他の包括利益累計額  11,962 10,467

　　親会社の所有者に帰属する
　　持分合計

 726,002 798,866

 　非支配持分  14,551 69,555

　資本合計  740,554 868,421

負債及び資本合計  1,007,602 1,247,850
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(2) 【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位:百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

売上高  203,266 248,871

　売上原価  40,350 67,547

売上総利益  162,915 181,323

　販売費及び一般管理費  68,118 89,088

　企業結合に伴う再測定益 ５ ― 59,696

営業利益  94,797 151,931

 その他の営業外収益 ９ 9,950 2,385

 その他の営業外費用 ９ 204 164

 持分法による投資損益(△は損失)  366 1,217

税引前四半期利益  104,908 155,370

 法人所得税  37,700 30,607

四半期利益  67,207 124,762

    

四半期利益の帰属    

 親会社の所有者  66,619 124,747

 非支配持分  588 15

　四半期利益  67,207 124,762

    

親会社の所有者に帰属する
１株当たり四半期利益

   

　基本的１株当たり四半期利益(円） 10 11.70 21.92

　希薄化後１株当たり四半期利益(円) 10 11.70 21.91
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【第２四半期連結会計期間】

   (単位:百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自 2014年７月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2015年７月１日
至 2015年９月30日)

売上高  103,318 138,295

　売上原価  20,793 43,391

売上総利益  82,525 94,903

　販売費及び一般管理費  36,481 51,819

　企業結合に伴う再測定益 ５ ― 59,696

営業利益  46,043 102,779

 その他の営業外収益  342 1,702

 その他の営業外費用  137 96

 持分法による投資損益(△は損失)  92 442

税引前四半期利益  46,341 104,828

 法人所得税  15,850 13,558

四半期利益  30,491 91,269

    

四半期利益の帰属    

 親会社の所有者  30,202 91,366

 非支配持分  288 △97

　四半期利益  30,491 91,269

    

親会社の所有者に帰属する
１株当たり四半期利益

   

　基本的１株当たり四半期利益(円） 10 5.30 16.05

　希薄化後１株当たり四半期利益(円) 10 5.30 16.05
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(3) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位:百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

四半期利益  67,207 124,762

その他の包括利益    

 純損益にその後に振り替えられる
 可能性のある項目

   

  売却可能金融資産 ９ △1,959 △495

  在外営業活動体の換算差額 ９ 308 △116

  持分法適用会社に対する持分相当額  340 △916

税引後その他の包括利益  △1,310 △1,528

四半期包括利益  65,897 123,234

    

四半期包括利益の帰属    

 親会社の所有者  65,286 123,252

 非支配持分  610 △18

　四半期包括利益  65,897 123,234
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【第２四半期連結会計期間】

   (単位:百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自 2014年７月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2015年７月１日
至 2015年９月30日)

四半期利益  30,491 91,269

その他の包括利益    

 純損益にその後に振り替えられる
 可能性のある項目

   

  売却可能金融資産  692 △2,066

  在外営業活動体の換算差額  393 △268

  持分法適用会社に対する持分相当額  248 △737

税引後その他の包括利益  1,334 △3,071

四半期包括利益  31,825 88,197

    

四半期包括利益の帰属    

 親会社の所有者  31,513 88,325

 非支配持分  312 △127

　四半期包括利益  31,825 88,197
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(4) 【要約四半期連結持分変動計算書】

 前第２四半期連結累計期間(自 2014年４月１日 至 2014年９月30日)

  (単位：百万円)

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

その他の
包括利益
累計額

合計

2014年４月１日  8,271 3,892 598,012 △526 10,032 619,682 8,036 627,718

 四半期利益    66,619   66,619 588 67,207

 その他の包括利益      △1,332 △1,332 22 △1,310

四半期包括利益  ― ― 66,619 ― △1,332 65,286 610 65,897

所有者との取引額等          

 新株の発行  7 7    15  15

 剰余金の配当 ８   △25,223   △25,223 △124 △25,348

 自己株式の取得及び処分   2  △789  △787  △787

　子会社の支配獲得及び
　喪失に伴う変動

      ― 227 227

 支配継続子会社に対する
 持分変動

  △1    △1 1 △0

 その他   26    26  26

所有者との取引額等合計  7 34 △25,223 △789 ― △25,971 104 △25,866

2014年９月30日  8,278 3,927 639,407 △1,316 8,700 658,998 8,751 667,749
 

 

 当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日 至 2015年９月30日)

  (単位：百万円)

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

その他の
包括利益
累計額

合計

2015年４月１日  8,281 1,235 705,839 △1,316 11,962 726,002 14,551 740,554

 四半期利益    124,747   124,747 15 124,762

 その他の包括利益      △1,494 △1,494 △33 △1,528

四半期包括利益  ― ― 124,747 ― △1,494 123,252 △18 123,234

所有者との取引額等          

 新株の発行  47 47    95  95

 剰余金の配当 ８   △50,432   △50,432 △225 △50,658

　子会社の支配獲得及び
　喪失に伴う変動

      ― 55,313 55,313

 支配継続子会社に対する
 持分変動

  21    21 △62 △41

 その他   △72    △72 △3 △75

所有者との取引額等合計  47 △3 △50,432 ― ― △50,387 55,021 4,633

2015年９月30日  8,328 1,231 780,154 △1,316 10,467 798,866 69,555 868,421
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(5) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位:百万円)

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

　税引前四半期利益  104,908 155,370

　減価償却費及び償却費  7,826 12,114

　企業結合に伴う再測定益 ５ － △59,696

　段階的に取得された関連会社投資の再測定益 ９ △6,249 －

　営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  19 2,181

　営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  6,415 9,806

　未払消費税等の増減額(△は減少)  3,542 △7,937

 その他の金融資産の増減額(△は増加)  △2,615 △6,311

　その他の金融負債の増減額(△は減少)  1,711 △3,578

　その他  △11,921 △8,889

　小計   103,638 93,059

　法人所得税の支払額  △44,768 △32,218

　営業活動によるキャッシュ・フロー  58,870 60,840

投資活動によるキャッシュ・フロー    

　有形固定資産の取得による支出  △9,292 △11,358

　無形資産の取得による支出  △2,740 △4,516

　投資の取得による支出  △12,108 △6,817

　子会社の支配獲得による収入 ５ 59 31,291

　その他  △5,799 1,051

　投資活動によるキャッシュ・フロー  △29,881 9,649

財務活動によるキャッシュ・フロー    

　配当金の支払額  △25,196 △50,380

　その他  △898 △2,074

　財務活動によるキャッシュ・フロー  △26,094 △52,455

現金及び現金同等物に係る換算差額  104 △142

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  2,998 17,892

現金及び現金同等物の期首残高  482,336 503,937

現金及び現金同等物の四半期末残高  485,335 521,829
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１. 報告企業

ヤフー(株)（以下、当社という。）は日本で設立され、同国に本社を置いており、当社グループの最終的な親会社

はソフトバンクグループ(株)であります。登記している本店の所在地は、ホームページ（http://www.yahoo.co.jp/）

で開示しております。

当社グループの主な事業内容は「６．セグメント情報」に記載しております。

 

２. 作成の基礎

(1) 準拠する会計基準

当社グループの要約四半期連結財務諸表は四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要件を満

たすことから、四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。なお、要約

四半期連結財務諸表は、年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報を含んでいないため、前連結会計年度の

連結財務諸表と併せて使用されるべきものであります。

 

(2) 測定の基礎

要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定している金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成しておりま

す。

 

(3) 表示通貨および単位

要約四半期連結財務諸表は日本円を表示通貨としており、百万円未満を切捨てて表示しております。

 

(4) 未適用の公表済み基準書および解釈指針

本要約四半期連結財務諸表の承認日までに公表されている主な基準書および解釈指針のうち2015年９月30日現在

で強制適用されていないものについては、当社グループは早期適用しておりません。これらの適用による当社グ

ループへの影響については検討中であり、現時点では見積もることはできません。

 

３. 重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表において適用した会計方針と同一であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、連結子会社が増加したことにより、新たに以下の会計方針を重要な会

計方針として認識しております。

 
　たな卸資産

たな卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。原価は、主として移動平均法

を用いて算定しており、正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積販売価格から、販売に要する見積費

用を控除して算定しております。

　また、たな卸資産の内訳は、主として商品であります。

 
　無形資産

商標権の一部については、事業を継続する限り基本的に存続するため、耐用年数を確定できないと判断し、償却

しておりません。

 
　収益

物販売上については、物品の所有に伴う重要なリスクおよび経済価値が買手に移転し、販売した物品に対して継

続的な管理上の支配を保持せず、取引に関連した経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、取引に関連

して発生した原価および収益の額が信頼性をもって測定できる場合に認識しております。
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４. 見積り及び判断の利用

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は会計方針の適用ならびに資産、負債、収益およ

び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積りおよび仮定を設定することが義務付けられております。実際の業績はこ

れらの見積りと異なる場合があります。

見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを

見直した会計期間および将来の会計期間において認識しております。

当社グループの本要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積りおよび仮定は、前連結会計

年度に係る連結財務諸表と同一であります。
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５. 企業結合

前第２四半期連結累計期間（自 2014年４月１日 至 2014年９月30日）

前第２四半期連結累計期間に生じた重要な企業結合はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 2015年４月１日 至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間に生じた主な企業結合は以下のとおりであります。

 
 (1) 企業結合の概要

当社の関連会社であり主にオフィス用品通販サービスを行なっているアスクル(株)は、2015年５月19日開催の同

社取締役会において決議された自己株式取得の履践により、2015年８月27日（支配獲得日）より新たに当社の子会

社となりました。アスクル(株)による自己株式取得の結果、当社の保有するアスクル(株)の議決権比率は41.7％

（2015年５月20日現在）から44.4％（2015年８月27日現在）となり、議決権の過半数を保有していませんが、議決

権の分散状況および過去の株主総会の投票パターン等を勘案した結果、当社がアスクル(株)を実質的に支配してい

ると判断し、同社を子会社化しております。なお、当該企業結合はアスクル(株)の自己株式取得により行なわれた

ことから、非資金取引に該当します。

 また、当社が既に保有していたアスクル(株)に対する資本持分を支配獲得日の公正価値で再測定した結果、

59,696百万円の段階取得による利益を認識しております。この利益は要約四半期連結損益計算書上、「企業結合に

伴う再測定益」に計上しております。
 
 (2) 被取得企業の概要

名称 アスクル株式会社

事業内容 文房具等およびサービスにおける通信販売事業
 

　
 (3) 支配獲得日

2015年８月27日
 
 (4) 支配獲得日現在における既保有持分、取得資産および引受負債の公正価値、非支配持分およびのれん

 (単位：百万円)

既保有持分の公正価値 93,611

取得資産および引受負債の公正価値  

流動資産 90,115

　現金及び現金同等物 31,291

 営業債権及びその他の債権 45,365

 その他 13,458

非流動資産 112,716

　有形固定資産 32,408

　無形資産 71,944

 その他 8,363

流動負債 △71,494

　営業債務及びその他の債務 △56,772

 その他 △14,722

非流動負債 △35,495

純資産 95,842

非支配持分（注）１ △55,133

のれん（注）２ 52,902

　合計 93,611
 

上記金額は現時点での最善の見積りによる暫定的な公正価値であるため、支配獲得日時点で存在していた事実や

状況に関する追加的な情報が得られ評価される場合には、上記金額を修正することがあります。
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(注) １ 非支配持分

非支配持分は、識別可能な被取得企業の純資産の公正価値に対する持分割合で測定しております。

    ２ のれん

のれんは、今後の事業展開や当社グループと被取得企業とのシナジーにより期待される将来の超過収益

力を反映したものであります。

 

（5）企業結合に係る支配獲得日以降の損益情報

当要約四半期連結損益計算書に認識している当該支配獲得日以降における被取得企業の売上高は24,719百万円、

四半期利益は456百万円であります。

 なお、上記の四半期利益には、支配獲得日に認識した無形資産の償却費等が含まれております。

 
（6）プロフォーマ損益情報

アスクル(株)の企業結合が当連結会計年度期首である2015年４月１日に完了したと仮定した場合のプロフォーマ

情報（非レビュー情報）は連結売上高373,518百万円、連結四半期利益125,548百万円であります。

　プロフォーマ情報には、実際の支配獲得日である2015年８月27日に認識した無形資産の償却費の増加等が反映さ

れております。

EDINET提出書類

ヤフー株式会社(E05000)

四半期報告書

23/36



 

６. セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループの報告セグメントは、「マーケティングソリューション事業」および「コンシューマ事業」の２つの

報告セグメントとしております。

「マーケティングソリューション事業」は、主に広告商品の企画・販売・掲載をするための各サービスの企画・運

営、情報掲載サービスの提供およびその他法人向けサービスの提供をしております。

「コンシューマ事業」は、主にeコマース関連および会員向けサービスの提供をしております。なお、当第２四半期

連結会計期間からアスクル(株)を連結子会社化したことにより、「コンシューマ事業」にアスクル(株)の支配獲得日

以降の業績および企業結合に伴う再測定益59,696百万円が含まれております。（「５. 企業結合」参照）

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、決済金融関連サービスおよびクラウド関

連サービス等を含んでおります。

各報告セグメントの会計方針は、「３．重要な会計方針」で参照している当社グループの会計方針と同一でありま

す。セグメント利益は要約四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、セグメント利益の調整額には、セ

グメント間取引消去、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。セグメント間の売上高は市場実勢価格に基づいております。

なお、2015年４月１日より、サービスの効率的な提供に重点を置き、迅速に市場の変化に対応するため、一部の

サービスおよび連結子会社をセグメント間で移管しております。

変更の主な内容は、ゲームおよび不動産関連サービスを「マーケティングソリューション事業」から「コンシュー

マ事業」へ、連結子会社である(株)IDCフロンティアおよびファーストサーバ(株)を含むクラウド関連サービスを

「マーケティングソリューション事業」から「その他」へ移管していることであります。

これに伴い、前第２四半期連結累計期間および前第２四半期連結会計期間のセグメント情報を修正再表示しており

ます。

当社グループのセグメント情報は以下のとおりであります。

　

前第２四半期連結累計期間(自 2014年４月１日　至 2014年９月30日)

  

(単位：百万円)

報告セグメント  

その他

 

調整額

 

連結マーケティン
グソリュー
ション事業

 
コンシューマ

事業
 合計    

売上高             

外部顧客からの売上高  128,847  54,151  182,999  20,267  ―  203,266

セグメント間の売上高  358  3,032  3,391  1,461  △4,852  ―

合計  129,206  57,184  186,390  21,728  △4,852  203,266
             

セグメント利益  69,034  32,928  101,963  7,213  △14,379  94,797
             

その他の営業外収益            9,950

その他の営業外費用            204

持分法による投資損益(△は損失)          366

税引前四半期利益            104,908
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当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日　至 2015年９月30日)

  

(単位：百万円)

報告セグメント  

その他

 

調整額

 

連結マーケティン
グソリュー
ション事業

 
コンシューマ

事業
 合計    

売上高             

外部顧客からの売上高  141,990  79,206  221,197  27,674  ―  248,871

セグメント間の売上高  706  3,174  3,881  1,834  △5,716  ―

合計  142,697  82,381  225,078  29,509  △5,716  248,871
             

セグメント利益  73,328  92,856  166,184  5,699  △19,952  151,931
             

その他の営業外収益            2,385

その他の営業外費用            164

持分法による投資損益(△は損失)          1,217

税引前四半期利益            155,370
             

 

　

前第２四半期連結会計期間(自 2014年７月１日　至 2014年９月30日)

  

(単位：百万円)

報告セグメント  

その他

 

調整額

 

連結マーケティン
グソリュー
ション事業

 
コンシューマ

事業
 合計    

売上高             

外部顧客からの売上高  66,121  26,961  93,082  10,236  ―  103,318

セグメント間の売上高  152  1,541  1,694  730  △2,425  ―

合計  66,273  28,503  94,777  10,967  △2,425  103,318
             

セグメント利益  34,704  15,969  50,673  3,687  △8,317  46,043
             

その他の営業外収益            342

その他の営業外費用            137

持分法による投資損益(△は損失)          92

税引前四半期利益            46,341
             

 

　

当第２四半期連結会計期間(自 2015年７月１日　至 2015年９月30日)

  

(単位：百万円)

報告セグメント  

その他

 

調整額

 

連結マーケティン
グソリュー
ション事業

 
コンシューマ

事業
 合計    

売上高             

外部顧客からの売上高  72,200  51,880  124,081  14,213  ―  138,295

セグメント間の売上高  390  1,597  1,987  914  △2,902  ―

合計  72,591  53,477  126,069  15,128  △2,902  138,295
             

セグメント利益  36,119  75,285  111,404  2,344  △10,969  102,779
             

その他の営業外収益            1,702

その他の営業外費用            96

持分法による投資損益(△は損失)          442

税引前四半期利益            104,828
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７. オペレーティング・リース

借主側

解約不能オペレーティング・リース

解約不能オペレーティング・リースに基づく将来の最低支払リース料の支払期日別の内訳は以下のとおりであり

ます。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2015年９月30日)

１年以内 8,206 11,696

１年超５年以内 5,724 33,080

５年超 585 15,806

合計 14,516 60,582
 

 

８. 配当金

配当金の総額は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間(自 2014年４月１日　至 2014年９月30日)

決議
配当金の総額
（百万円)

１株当たり配当額
（円)

基準日 効力発生日

2014年５月16日　取締役会 25,223 4.43 2014年３月31日 2014年６月５日
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日　至 2015年９月30日)

決議
配当金の総額
（百万円)

１株当たり配当額
（円)

基準日 効力発生日

2015年５月21日　取締役会 50,432 8.86 2015年３月31日 2015年６月４日
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９. 金融商品

(1) 公正価値ヒエラルキーのレベル別分類

当初認識後に経常的に公正価値で測定する金融商品は、測定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応

じて、公正価値ヒエラルキーの３つのレベルに分類しております。

レベル１ － 同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２ － レベル１以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値

レベル３ － 重要な観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値

公正価値測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレ

ベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しております。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期首時点で発生したものとして認識しております。な

お、前第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間において、レベル１とレベル２の間における振替

はありません。

本要約四半期連結財政状態計算書上の金融商品の帳簿価額は、公正価値と一致または合理的に近似しているた

め、金融商品のクラスごとの帳簿価額と公正価値の比較表を省略しております。

本要約四半期連結財政状態計算書上、経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーに基づくレ

ベル別分類は、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度(2015年３月31日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTPLの金融資産     

　外国為替証拠金取引  15,886  15,886

　その他   1,143 1,143

売却可能金融資産     

　株式 14,569  15,984 30,554

　債券  7,554 1,805 9,360

　その他  61 3,534 3,596

資産合計 14,569 23,502 22,469 60,541

FVTPLの金融負債     

　外国為替証拠金取引  9,070  9,070

負債合計 ― 9,070 ― 9,070
 

（注） 要約四半期連結財政状態計算書上、流動資産「その他の金融資産」15,901百万円は、上記表におけるFVTPLの

金融資産の外国為替証拠金取引および貸付金及び債権15百万円により構成されております。

非流動資産「その他の金融資産」58,104百万円は、上記表におけるFVTPLの金融資産のその他と売却可能金融

資産の株式、債券、その他および貸付金及び債権13,450百万円により構成されております。

流動負債「その他の金融負債」9,671百万円は、上記表におけるFVTPLの金融負債の外国為替証拠金取引および

償却原価で測定される金融負債601百万円により構成されております。
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当第２四半期連結会計期間(2015年９月30日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTPLの金融資産     

　外国為替証拠金取引  22,120  22,120

　その他   1,142 1,142

売却可能金融資産     

　株式 15,973  17,197 33,171

　債券  7,487 3,104 10,591

　その他  61 5,585 5,647

資産合計 15,973 29,669 27,030 72,672

FVTPLの金融負債     

　外国為替証拠金取引  5,491  5,491

　その他  5  5

負債合計 ― 5,497 ― 5,497
 

（注） 要約四半期連結財政状態計算書上、流動資産「その他の金融資産」23,006百万円は、上記表におけるFVTPLの

金融資産の外国為替証拠金取引および貸付金及び債権885百万円により構成されております。

非流動資産「その他の金融資産」67,957百万円は、上記表におけるFVTPLの金融資産のその他と売却可能金融

資産の株式、債券、その他および貸付金及び債権17,405百万円により構成されております。

流動負債「その他の金融負債」15,782百万円は、上記表におけるFVTPLの金融負債の外国為替証拠金取引およ

び償却原価で測定される金融負債10,291百万円により構成されております。

非流動負債「その他の金融負債」11,017百万円は、上記表におけるFVTPLの金融負債のその他および償却原価

で測定される金融負債11,012百万円により構成されております。

 

(2) 公正価値の測定方法

FVTPLの金融資産および金融負債は、主に外国為替証拠金取引であり、公正価値は類似契約の相場価格に基づき評

価しているため、レベル２に分類しております。

売却可能金融資産のうち、上場株式の公正価値については四半期末の市場の終値、非上場株式の公正価値につい

ては割引キャッシュ・フロー法および類似会社の相場価格などを使用して測定しております。測定に使用する相場

価格および将来キャッシュ・フローにかかる永久成長率などのインプットのうち、すべての重要なインプットが観

察可能である場合はレベル２に分類し、重要な観察可能でないインプットを含む場合はレベル３に分類しておりま

す。

債券の公正価値は、主にリスクフリーレートや信用スプレッドを加味した割引率のインプットを用いて、割引

キャッシュ・フロー法で測定しており、インプットの観察可能性および重要性に応じてレベル２またはレベル３に

分類しております。
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(3) レベル３に分類した金融商品の公正価値測定

(a) 公正価値の評価技法およびインプット

レベル３に分類した金融商品の評価技法および重要な観察可能でないインプットは以下のとおりであります。

 

 評価技法
観察可能でない
インプット

観察可能でないインプットの範囲

2015年３月31日 2015年９月30日

売却可能
金融資産
(株式)

割引キャッシュ・フロー法
資本コスト 12.6％ 12.7％

永久成長率 2.0％ 2.0％

FVTPLの
金融資産
(その他)

モンテカルロ・シミュレーション
営業利益の正規分布の
期待値

1,500百万円 500百万円

 

売却可能金融資産のうち株式の公正価値は、PER倍率および永久成長率が上昇（低下）した場合は増加（減少）

し、資本コストが上昇（低下）した場合は減少（増加）いたします。

　FVTPLの金融資産のうちその他の公正価値は、業績達成確率が上昇（低下）した場合、増加（減少）する関係に

あります。

 

(b) レベル３に分類した金融商品の調整表

レベル３に分類した金融商品の調整表は、以下のとおりであります。

 

 前第２四半期連結累計期間(自 2014年４月１日　至 2014年９月30日)

    (単位：百万円)

 
FVTPLの金融資産 売却可能金融資産

その他 株式 債券 その他

2014年４月１日 719 26,715 1,476 1,843

利得および損失     

 四半期利益（注）１、３ 35 6,161 35 153

 その他の包括利益（注）２、３ ― △4,398 95 79

購入 305 1,181 ― 509

レベル３からレベル１への振替
（注）４

― △865 ― ―

その他（注）３ ― △20,403 ― △58

2014年９月30日 1,059 8,390 1,607 2,528
 

(注) １ 四半期利益に含まれている利得および損失は、要約四半期連結損益計算書の「その他の営業外収益」および

「その他の営業外費用」に含まれております。

２ その他の包括利益に含まれている利得および損失は、要約四半期連結包括利益計算書の「売却可能金融資

産」および「在外営業活動体の換算差額」に含まれております。

３ 当第２四半期連結累計期間において、売却可能金融資産に含まれていた(株)ジャパンネット銀行の株式は、

無議決権株式を普通株式へ転換したことにより、売却可能金融資産から関連会社株式となりました。これに

伴い、売却可能金融資産に分類されていた既存持分を公正価値で再測定の上、処分するように会計処理し、

当該時点で要約四半期連結財政状態計算書の「その他の包括利益累計額」に計上されていた同社株式の評価

差額6,249百万円を、要約四半期連結損益計算書の「その他の営業外収益」に振り替えております。

４ 保有銘柄の上場によるものであります。
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 当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日　至 2015年９月30日)

    (単位：百万円)

 
FVTPLの金融資産 売却可能金融資産

その他 株式 債券 その他

2015年４月１日 1,143 15,984 1,805 3,534

利得および損失     

 四半期利益（注）１ △1 129 38 △184

 その他の包括利益（注）２ ― △1,133 △0 7

企業結合による増加（注）３ ― 829 1,260 9

購入 ― 1,930 ― 2,241

その他 ― △543 ― △23

2015年９月30日 1,142 17,197 3,104 5,585
 

(注) １ 四半期利益に含まれている利得および損失は、要約四半期連結損益計算書の「その他の営業外収益」および

「その他の営業外費用」に含まれております。

２ その他の包括利益に含まれている利得および損失は、要約四半期連結包括利益計算書の「売却可能金融資

産」および「在外営業活動体の換算差額」に含まれております。

３ 主にアスクル(株)を連結子会社化したことによる増加であります。

 

(c) 感応度分析

レベル３に分類した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合に重要な公正価値の増減は見込まれておりません。

 

(d) 評価プロセス

レベル３に分類した金融商品について、当社の投資管理部門担当者は、外部の評価専門家の助言を得ながら公

正価値測定の対象となる金融商品の性質、特徴およびリスクを適切に反映できる評価技法およびインプットを用

いて公正価値を測定しています。各四半期末において実施した金融商品の公正価値の測定結果は、外部専門家の

評価結果を含めて部門管理者によりレビューされ、当社副社長執行役員 最高財務責任者が承認しております。
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10. １株当たり利益

親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり利益および希薄化後１株当たり利益の算定基礎は以下のとおりであり

ます。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益 11.70 21.92

 親会社の所有者に帰属する利益（百万円） 66,619 124,747

 親会社の普通株主に帰属しない利益（百万円） ― ―

 基本的１株当たり四半期利益の計算に
 使用する利益（百万円）

66,619 124,747

 普通株式の期中平均株式数（千株） 5,693,638 5,692,241

希薄化後１株当たり四半期利益 11.70 21.91

 四半期利益調整額（百万円） ― ―

 普通株式増加数（千株） 1,053 1,136
 

　
 

 
前第２四半期連結会計期間
(自 2014年７月１日
至 2014年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2015年７月１日
至 2015年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益 5.30 16.05

 親会社の所有者に帰属する利益（百万円） 30,202 91,366

 親会社の普通株主に帰属しない利益（百万円） ― ―

 基本的１株当たり四半期利益の計算に
 使用する利益（百万円）

30,202 91,366

 普通株式の期中平均株式数（千株） 5,693,370 5,692,298

希薄化後１株当たり四半期利益 5.30 16.05

 四半期利益調整額（百万円） ― ―

 普通株式増加数（千株） 942 1,093
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11. 偶発事象

当社グループの貸出コミットメントは、主にクレジットカードに附帯するキャッシング業務によるものであり、貸

出未実行残高は以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2015年９月30日)

貸出コミットメントの総額 259,736 298,937

貸出実行残高 8,689 8,173

未実行残高 251,046 290,764
 

 
12. 要約四半期連結財務諸表の承認

2015年11月９日に要約四半期連結財務諸表（2015年９月期）は、当社代表取締役社長　宮坂学　および当社副社長

執行役員 最高財務責任者　大矢俊樹　によって承認されました。
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２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ヤフー株式会社(E05000)

四半期報告書

33/36



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2015年11月９日

ヤフー株式会社

取締役会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　山　　一 　郎 　 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　迫　　孝 　史 　 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   朽   木   利   宏   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤフー株式会社

の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2015年７月１日から2015年９月30

日まで)及び第２四半期連結累計期間(2015年４月１日から2015年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すなわ

ち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持

分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを

行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、ヤフー株式会社及び連結子会社の2015年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半

期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

企業結合の注記に記載されているとおり、会社は、2015年８月27日付でアスクル株式会社を子会社化した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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